
明石市長 泉 房穂
弁護士・社会福祉士

平成29年9月27日
「埼玉弁護士会 シンポジウム
あなたの街の犯罪被害者支援」
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犯罪被害者等支援
シンボルマーク
ギュっとちゃん



自己紹介
明石市長 泉 房穂（いずみ ふさほ）

 １９６３年 明石市生まれ

 弁護士

 社会福祉士

 元衆議院議員

犯罪被害者等基本法の制定に奔走

 元ＮＨＫディレクター

 ２０１１年より明石市長（現在２期目）

 柔道３段、手話検定２級、明石タコ検定初代達人

2



東
経
１
３
５
度

日
本
標
準
時
子
午
線

神戸市
姫路市

明石市

大阪市

明石市のご紹介

人口 約 ３０万人

面積 約 ５０ｋ㎡

3



今日お話ししたいこと
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３つのポイント

①被害者支援は「誰のため」の施策か？

②被害者への責任は「誰が」果たすべきか？

③被害者支援における「行政の役割」は？
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①被害者支援は「誰のため」の施策か？

明日被害に遭うかもしれない

「すべての市民のため」の施策

✖既に被害に遭った過去の被害者

や遺族（少数者）のための施策
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②被害者への責任は「誰が」果たすべきか？

犯罪被害を防止できなかった

「社会（行政）にも責任」がある

✖加害者のみ

⇒加害者が第一次的な

法的責任を負うのは当然
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③被害者支援における「行政の役割」は？

被害者に近い行政である

「地方自治体」こそが

「寄り添える支援」に適している

✖司法の手続（被害者参加など）だけの問題

✖国による経済的支援（犯給法など）だけの問題
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犯罪被害者等基本法

基本法の制定

（平成１６年１２月１日）

制定時からの課題

被害者支援の現状
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＜基本法の制定＞

1 被害者の本来の権利の確立

✖お涙頂戴のお恵みや施し

２ 被害者支援の社会化
⇒国のみならず、地方自治体や国民にも責務

３ 総合的な支援
⇒相談・情報提供、経済的支援、福祉サービス等
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＜制定時からの課題＞

１ 法的責務ではなく努力義務
⇒条例を制定するか否かは各自治体の判断

２ 加害者からの賠償の問題

⇒民事判決を得ても紙切れ、加害者の逃げ得

３ 二次被害
⇒マスコミの興味本位の報道、職場などの無理解
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＜被害者支援の現状＞

いまだ道半ば・・・

支援の地域格差も大きく、

首都圏はこれからという段階…
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埼玉県の状況
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平成２８年版 犯罪被害者白書より抜粋



明石市の取り組み

条例の制定・改正

二次被害への対応

支援の更なる充実化へ
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＜条例の制定・改正＞

15

○条例の制定＝平成２３年４月１日施行

○条例の改正＝平成２６年４月１日施行

○条例の特徴

１ 当事者の声を内容に反映

２ 総合的支援

３ 市独自の制度を創設＝立替支援金



条例制定の要望書

平成２１年１１月

市内に住む被害者

ご遺族から市に対し

条例制定の要望書が

出される。
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条例制定を求めるシンポジウム

平成２２年２月

「あかし被害者支援

プロジェクト」が

条例制定を求める

シンポジウムを

明石市で開催する。
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市議会で条例案可決

平成２３年３月

市議会で条例案が

可決される。

平成２３年４月１日の

条例施行に合わせ、

市の広報紙で市民への

周知を図る。
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条例改正に向けた有識者意見交換会

平成２５年５月、７月、

８月の３回にわたり、

条例改正に向けて当事者の

声を聴くための意見交換会

を開催する。

20



市議会で条例改正案可決

平成２５年１２月

市議会で条例改正案が

可決される。

全国初の立替支援金

制度を新設した。
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条例の内容～総合的支援～

22

相談・情報提供 日常生活の支援 経済的支援

精通弁護士等による
法律相談

家事援助
介護支援 支援金

臨床心理士等による
心理相談

一時保育に要する
費用の補助 貸付金

家賃補助 公判期日出席旅費の助成

転居費用の補助 立替支援金



立替支援金
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損害賠償請求権の（一部）譲渡

被害者 明石市

立替支援金の支給

損害賠償

請求権 取立て

加害者



市民への広報・啓発①

平成２６年４月

１日の改正条例

施行に合わせ、

市の広報紙で

市民に伝える。

当事者２名と

内閣府から

コメントも。
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市民への広報・啓発②
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市民向けリーフレット

（三つ折り）



市民への広報・啓発③

平成２６年１１月２８日

「あかしヒューマンフェスタ」

で、市民に対し当事者の声を

届ける。

自治体意見交換会も開催した。
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＜二次被害への対応＞

○二次被害防止を条例に明記

◆条例第３条第２項（基本理念）

犯罪被害者等の支援は、その過程において･･･

二次的被害を生じさせたりすることのないよう･･･

◆条例第５条（市民等の責務）

市民等は、基本理念にのっとり･･･二次的被害を

生じさせたりすることのないよう十分に配慮する
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手記「絶歌」の出版
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条例に基づく対応

１ 市立図書館では購入しない

２ 市内の書店への配慮要請

３ 市民への配慮呼びかけ
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書店へ

配慮要請
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市の広報紙やＨＰで

市民に呼びかけ
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＜支援の更なる充実化へ＞

○条例の見直し検討＝平成２９年４月～

○有識者意見交換会＝平成２９年５月～

○支援の更なる充実化の方向性【検討中】

１ 再提訴支援･･･訴訟費用の助成

２ 未解決事件支援･･･市の広報の活用
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有識者意見交換会
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機運の高まり

国
•院内集会（平成29年5月23日）

地方
•条例制定に向けたシンポジウム
～福岡・大阪・東京・札幌など全国各地～
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＜院内集会＞
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＜条例制定に向けたシンポジウム＞
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福岡シンポの

様子

38



４つのお願い

被害者へのお願い

支援者へのお願い

マスコミへのお願い

行政へのお願い
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＜被害者へのお願い＞

○当事者の声が大事

○条例制定に向けて、議会への請願・陳情

⇒声をあげる大切さ
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＜支援者へのお願い＞

○支援者や関係機関との連携

・ 警察

・ 被害者支援センター

・ 法テラス

・ 弁護士会

・ 臨床心理士会 など

⇒連携強化と働きかけを
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＜マスコミへのお願い＞

○事件の報道

○視聴者への情報提供の呼びかけ

○被害者の気持ちを伝える

⇒被害者目線での報道を
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＜行政へのお願い＞

○自治体ができること

１ 相談窓口の設置

２ 被害者支援条例の制定

３ 運用面での配慮（二次被害防止）

⇒自治体の責務として、

総合支援条例の制定を！
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～誰もが安心して安全に暮らせるまちに～
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